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1. はじめに 

 

 現在の日本における歩行・自転車走行環境は，自

動車利用環境に比べ，悪舗装，狭い幅員，車優先の

すりつけ勾配や排水のための横断勾配など，貧弱，

劣悪といわざるを得ない．高齢者の多くが移動手段

として徒歩（車いすを含む），あるいは自転車を選択

することから1），歩道や自転車歩行者道の整備は，

車道整備以上に重要課題の一つといってよい． 

 自転車歩行者道を継続的に整備していくためには，

現状を調査すること，その結果や整備結果を管理す

るために，データベース化することが必要である．

また，GIS（地理情報システム）を併用してバリアフ

リーマップやアクセシビリティマップなどの形で情

報を公開することも重要になるだろう．本研究では，

自転車歩行者道の状況（バリア）を調査するプロー

ブ自転車を開発し2），実際の歩道や自転車歩行者道

の調査に適用することが目的である． 

 
2. プローブ自転車 

 

 市販の三輪自転車にセンサを装着してプローブ自

転車とした（図‐1）． 

 装着したセンサは，ハンドルのふれ角を計測する 1

回転式のポテンショメータ（Copal社製, JC22E），段

差や路面凹凸を通過したときに生じる振動加速度を

計測する 2軸の加速度センサ（Analog Devices社製, 

ADXL210），走行スピードを計測する磁気センサ 
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（CATEYE 社製，CC-VL100），歩道の縦断勾配と横

断勾配を計測する 2 軸の加速度センサ（Analog 

Devices社製, ADXL202）および 2個のジャイロセン

サ（村田製作所社製, ENC-03JA）であった． 

 

図‐1 プローブ自転車 

 

ポテンショメータは，ハンドルステム下のフレー

ムに装着し，ハンドルの回転にともなうステムの回

転を検出した（図‐2）．段差通過時の振動加速度を

計測する加速度センサはポテンショメータと同じ位

置に，2軸の感度方向を鉛直方向と前後方向に合わせ

て装着した（図‐2）． 

 

図‐2 ハンドルふれ計測用のポテンショメータと振動加速

度計測用の加速度センサのボックス 

 

 縦断と横断両方向の勾配を計測する加速度センサ

は，後部荷台に装着した．センサの 2 軸の感度方向

は前後左右で，荷台が水平の時に 0Gになるように装

着し傾斜センサとして用いた．ジャイロセンサは後

部荷台の動的な傾斜変化を検出するために，ロール



とピッチの角速度を計測できるように装着した． 

 計測した信号は，長さ 15 秒，精度 12 ビット，周

波数 500Hz でサンプルし，運転手の背中に背負った

ノートブック型パーソナルコンピュータ（東芝社製，

Libretto L3）に取り込んだ． 

 
3. 段差計測 

 

（1）方法 

舗装された実験走行路上に木製の板を重ねた段差

を設置し，その上をプローブ自転車で通過した．段

差の高さは 10, 20, 30, 40および 50mmの 5種類で，

同一段差において 5 回の試技を行った．自転車の走

行スピードは，5回の試技において 8～16km/hの範囲

で 5 段階のスピードとなるよう主観で走り分けても

らった．タイヤ空気圧は 3.0kg/cm2とした． 

 段差通過時にハンドルステム下で計測した衝撃加

速度を用いて，段差高を推定するために，次のよう

な線型モデル（重回帰モデル）をたてた． 

 

bxaxay ++= 2211  （1）  

 

 ここでyは（合成の）振動加速度(G)，x1は走行スピ

ード(km/h)，x2は段差高(mm)，a1，a2，bは定数であ

る． 

 

（2）結果 

 図‐3に 2軸の加速度センサにより計測した，上下

方向と前後方向の加速度波形の一例を示す．これは，

高さ 20mm の段差を 14～15km/h のスピードで通過

（上り下り）したときの加速度波形である．最初の

正のピークが，プローブ自転車の前輪の登段時，2

つ目の負のピークが降段時である． 

 
   図‐3 段差通過時の加速度波形例 

 段差通 軸の成

成した合成加速度波形のピ

 （2） 

 

いうモデルが決定された．（2）式を用いることに

  図‐4 重回帰モデルによる推定結果 

 

 幅員計測 

1）方法 

上に幅員を示す白線を引き，前輪がそ

のハンドルの振れ

過時に生じる振動加速度は，この 2

分がほとんどであり，3軸目の左右方向の加速度は必

要ないと判断された． 

 上記 2 軸の加速度を合

ーク値を重回帰モデル式（1）のyとした．さらに，

段差通過時の走行スピードを重回帰モデルのx1とし，

全 25試技の計測結果から最終的に， 

 

068.2479.0547.8 12 −−= xyx

と

より，走行中に計測される衝撃加速度yと走行スピー

ドx1から，段差高x2を推定することができた（図‐4）． 
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（

 実験走行路

の白線に触れるようにスラローム走行を行った．幅

員は，0.5, 0.6, 0.7, 0.8, 0.9, 1, 1.5および 2 mであった．

走行路の幅員を示す線の外側に 5m 間隔でパイロン

を設置し，走行の目安とした． 

 走行軌跡は，時間 tの関数として

角 ( )tθ と走行スピード ( )tS から，任意の時刻 tαにお

ける 転車の位置座標（ 行方向座標，ふれ方向座

標）が， 

( )⎜
⎛ αt
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 （3） 

により求められる3)． 

2）結果 

員 2mの走行路をスラローム走行したと

き
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⎠
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図‐5は幅

の，ハンドルふれ角と走行スピードから（3）式を
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用いて求めた走行軌跡例である． 

 

   図‐5 幅員 2.0 m でのスラローム走行結果 

 

幅員が狭いケースでは最大約 45%の大きな誤差が

 勾配計測 

1）方法 

6%程度の既設スロープの実走行を行っ

には，重力加速度以

2）結果 

ロープを登坂したときの加速度波形と

. 調査例 

以上の手法を用いて，プローブ自転車により歩道，

重ね合わせた

 

 

自転車歩行者道の整備状況に関する情報を，走行

状が一定とい

 

見られたが，1.5m や 2.0m では 10%程度と小さかっ

た． 
 

5.

 

（

 縦断勾配

た．そして，加速度センサの出力（ロール，ピッチ）

を勾配 grad (%)に変換した． 

 ただし，加速度センサの出力

外に，直線加速度，回転運動にともなう遠心加速度，

振動による加速度などが含まれるため，これらを除

去しなければ，勾配の影響による重力成分を抽出す

ることができない．そこで本研究では，カルマンフ

ィルタと平滑化アルゴリズムにより，振動的な波形

から勾配の影響によるトレンドの抽出を行った． 

 

（

 図‐6 にス

平滑化波形を示す． 

 
図‐6 スロープを登坂したときの加速度波形と平滑化波形 

約 6%の勾配は，平滑化によりほぼ推定できたが，ス

ロープ途中の踊り場の 1.6%（図中 5～6 秒）はその

変化に追従できない結果となった．また，スロープ

を登り切ったところ（図中 10秒以降）では，正から

負への反対方向への振動により偽（下り）の勾配が

推定される結果となった． 

 
6

 

 

自転車歩行者道の調査を行った．プローブ自転車に

GPS（EMPEX 社製，ポケナビ map21ex）を装着し，

調査ルートの緯度経度データを一旦 GPSのメモリ媒

体に記録した．その後，オフラインで各センサとの

同期をとった．各センサの出力は長さ 60秒，精度 12

ビット，周波数 500Hz でサンプリングし，ノートブ

ック型コンピュータに取り込んだ． 

 図‐7 は段差の推定結果を GIS 上に

例を示している．図に示す調査範囲は，佐賀大学周

辺道路の歩道あるいは自転車歩行者道である．段差，

幅員ともに高さや幅毎に色分けし，状態を可視化し

た． 

 

図‐7 プローブ自転車により計測した加速度から推定した

段差の分布 

7. 考察

 

 

しながら収集するプローブ自転車を開発した．プロ

ーブ自転車には，加速度センサ，ポテンショメータ，

ジャイロセンサなど装着し，段差，幅員，勾配を計

測，推定するシステムを構築した． 

 段差の高さ推定では，段差の境界形

う条件下で実用に耐えうる推定結果が得られた．段
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差形状の違いを考慮するためには，振動加速度波形

の瞬時周波数情報などを抽出することが必要になる

だろう．実際には，ある高さ以上か未満かという閾

値を設定し，歩行，車いす走行，自転車走行に対す

るバリアとして表現する方法もあるため，高い精度

は必要としない．今後，必要最低限の妥協点を検討

することも必要である． 

 一方，加速度センサの出力から段差の推定と同様

誤差の相対値

してコ

データのセンサ出力との完全同期化，

辞 

究は，平成 14年度佐賀大学低平地研究プロジ
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 さらに，GPS

データベースの構築，GIS における可視化を自動的

に行うシステム構築など，今後の課題となる． 
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